
国 自 旅 第 １ ３ ７ 号

平成３０年８月２３日

各地方運輸局自動車交通部長 殿

沖 縄 総 合 事 務 局 運 輸 部 長 殿

国土交通省自動車局旅客課長

（ 公 印 省 略 ）

旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の

交付について

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運送を引き受けた場合には、旅客自動車運

送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第７条の２第１項各号に掲げる

事項を記載した運送引受書を交付しなければならないこととされており、「安全

・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」として、平成２８年

１１月には運送引受書に一般貸切旅客自動車運送事業者が届け出た運賃及び料金

の上限及び下限額の記載を義務化したところである。

これにより、下限割れ運賃・料金による運送を防止する効果が発揮される一方

で、上限及び下限額による幅運賃が単なる値引き幅として運用されている実態も

あることから、幅運賃制度の趣旨を明確にするため、運送引受書の参考様式を別

添のとおり定めるので、遺漏のないよう取り扱われたい。また、「旅客自動車運

送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の交付について（平成２６年３

月２６日付け国自旅第６２２号）」は廃止する。

なお、本件については、公益社団法人日本バス協会会長及び観光庁参事官（旅

行振興）あて、別添のとおり通知したので申し添える。

（参考）



運送申込書／運送引受書・乗車券 

※申込者は、太線内をご記入願います。 申込日：平成  年  月  日 

申込者 

氏名 
・名称 

 
（担当者名） 

電話：   －   － 
FAX：   －   － 

住所  
E-mail： 
緊急連絡先：  －   － 

契約 
責任 
者 

氏名 
・名称 旅客の団体の名称：       （担当者名）       

電話：   －   －  
FAX：   －   － 

住所 
 E-mail： 

緊急連絡先：  －   － 

運送を 
引受け

る者 

氏名 
・名称 

 電話：   －   －  
FAX：   －   － 

住所  E-mail： 
緊急連絡先：  －   － 

事業 
許可 

昭和 ・ 平成  年  月  日      第      号  
営業区域： 

任意保険・共済 
対人       無制限 
対物     200 万円 
         万円 
        無制限 
※該当するものに◯

を記入 

申込乗車人員 
人 

乗車定員別又は

車種別の車両数 

大型車 中型車 小型車 

両 両 両 

配車日時 月  日(   ) 
    ： 配車場所 

地図： 有 ・ 無   

旅行の日程 

 月日 発地 
発車 
時刻 主な経由地 

到着 
時刻 

着地 宿泊場所 
待機 
時間 

乗務員の休憩 
備 考 

地点 時間 

① ／  ：  ：   ：  ：   
② ／  ：  ：   ：  ：  
③ ／  ：  ：   ：  ：  

④ ／  ：  ：   ：  ：  
うち、旅客が乗車しない区間： （      ）営業所車庫 

交替運転者 
  有 ・ 無        交替の地点（             ） 
「無」の場合の理由：昼間短距離・その他（            ） 

【運行開始日時】 

月  日(   ) 
 ：   

【運行終了日時】 

月  日(   ) 
：   車掌（ガイド）   有 ・ 無        交替の地点（             ） 

運賃及び料金の 
支払方法 

□ 銀行振込  □ 現 金  □その他（      ） 
支払期日：平成  年  月  日 

【走行距離】 
総         ㎞ 
実車        ㎞ 

【走行時間】 
総     時間    分 
実車    時間     分 適用を受けようと

する割引 
□学校団体割引  □障害者施設団体割引 
□その他（                割引） 
※ 標準運送約款 5 条 2 項に規定する所定の証明書を添付。 

運 賃              円  

（上限額：      円 下限額：    円）＊ 
料 金               円 

（上限額：      円 下限額：    円）＊ 
（料金の種類：              ） 
消費税              円
実 費（税込）             円 
（実費の詳細：              ） 

合計請求金額           円 

特約事項  

＊ 運賃・料金は、需要の季節変動に応じて、上限額・下限額の幅の中で決定されるものです。このうち、下限額は
運送に必要な費用から求められる基準額から１０％（本来賄われるべき一般管理費と営業外費用相当）を割り引い
た額であり、年間を通じて適用されるべきではありません。 
 
上記のとおり運送を引受けます。 

         平成  年  月  日                         

（別添） 



 

 

 
 
 
 

備考欄（※ 記入スペースが必要な場合に使用） 
 

 

配車場所の地図 
 
 





国自旅第１３７号の３

平成３０年８月２３日

観光庁参事官（旅行振興） 殿

国土交通省自動車局旅客課長

（ 公 印 省 略 ）

旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の

交付について

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運送を引き受けた場合には、旅客自動車運

送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第７条の２第１項各号に掲げる

事項を記載した運送引受書を交付しなければならないこととされており、「安全

・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」として、平成２８年

１１月には運送引受書に一般貸切旅客自動車運送事業者が届け出た運賃及び料金

の上限及び下限額の記載を義務化したところである。

これにより、下限割れ運賃・料金による運送を防止する効果が発揮される一方

で、上限及び下限額による幅運賃が単なる値引き幅として運用されている実態も

あることから、幅運賃制度の趣旨を明確にするため、運送引受書の参考様式を定

め、別添のとおり各地方運輸局自動車交通部長及び沖縄総合事務局運輸部長あて

通達したので、この旨了知されるとともに、本取扱いが適切に実施されるよう一

般社団法人日本旅行業協会及び一般社団法人全国旅行業協会等関係団体に対して

周知されたい。



平成２８年１０月３１日

観観産第４１１号

一部改正 平成２９年１２月２８日

観観産第６２２号

一部改正 平成３０年８月３０日

観参第１８５号

北海道運輸局長 殿

観光庁長官

（公印省略）

道路運送法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者 貸「 （

切バス事業者）運行のバスを利用して旅行を企画・実施する旅行業者等又は

旅行サービス手配業者が旅行者又は旅行に関するサービスを提供する者と締

結した契約の内容に係る重要な事項について」の一部改正について

今般自動車局より、別添写しのとおり 「旅客自動車運送事業運輸規則第７、

条の２に規定する運送引受書の交付について （平成２６年３月２６日付け国」

自旅第６２２号）が制定され、幅運賃制度の趣旨を明確にするため、運送引

受書の参考様式を定めたとの通知がありましたのでお知らせします。

また、これに伴い 「道路運送法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客、

自動車運送事業者（貸切バス事業者）運行のバスを利用して旅行を企画・実

施する旅行業者等又は旅行サービス手配業者が旅行者又は旅行に関するサー

ビスを提供する者と締結した契約の内容に係る重要な事項について（平成２

８年１０月３１日付け観観産第４１１号、一部改正平成２９年１２月２８日

付け観観産第６２２号）２ （４）で定めるモデル様式を別添のとおり改正す．

るので通知します。

なお、別紙のとおり （一社）日本旅行業協会会長 （一社）全国旅行業協、 、

会会長及び旅行業界非加盟の第１種旅行業者に対し周知徹底を要請するとと

もに、各都道府県知事に対しても、旅行業協会非加盟の旅行業者等又は旅行

、 。サービス手配業者に対し周知徹底を要請したところですので 申し添えます












